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04年６月 480万元 陳某より 480万元
陳某より
07年３月 ▲80万元
792万元 559万元
50万ドル
合計（元換算) 1190．2万元 559万元
(16) この賄賂とは、当時の市場価格で税込121万元余りの不動産を60万元で購入したときの
差額分及び関連の税金を含む61万元余りをさす。
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収賄した額は、事件にかかわる不動産取引時の現地の市場価格と実際に支払った
価格の差額に照らして計算する。
刑事告発される前に不動産売買の差額を支払った場合は収賄と認定すべきでな
いという弁護意見について。2006年４月に、 玉梅は事件が発覚する前に、許某
が開発した不動産を購入したときに生じた差額のうち55万元を支払ったが、04年
上半期に低価格で購入したときから２年近くが経過しており、巨額の差額を速や
かに支払ってはいない。 玉梅の行為は、検察機関が許某の会社の帳簿から 玉
梅が購入した不動産の支払い状況を掌握した後に、犯罪を隠蔽する目的から出た
贓物の返還行為によるものである。したがって、 玉梅が犯罪を隠蔽するために
差額を支払ったことは収賄罪の認定に対して影響しない」。
最後に、この指導性案例から最高人民法院が抽出した裁判の要点を確認してお
くことにする。
?１．公務従事者が、請託者の利益を図るために職務上の立場を利用し、併せ
て請託者と「共同経営（する）」会社の名義で「利益」を獲得し、実際には出資
せず、経営管理に参加しない場合は、収賄罪として論じる。
２．公務従事者が、他人の請託内容を明確に知りながら、その財物を収受する
ことを「他人の利益を図る」ことを承諾したものと見なし、他人の利益を実際に
図ったか、若しくは利益を実際に取得したかは、収賄の認定に影響しない。
３．公務従事者が、請託者の利益を図るために、職務上の立場を利用し、市場
価格より明らかに低い価格で請託者に建物等の物品購入を求める場合は、収賄罪
として論じ、収賄額は、取引時の現地の市場価格と実際に支払った価格の差額に
照らして計算する。
４．公務従事者が財物を収受した後に、その収賄と関係する人乃至案件の処理
から犯罪を隠蔽するために返還する場合は、収賄罪の認定に影響しない」。
刑法385条１項が規定する構成要件に照らしてみると、この指導性案例は、次
の点を具体化して当該条文に意味内容を追加していることが分かる。すなわち、
（2′及び4′）請託者の利益を図るために職務上の立場を利用すること、（3′）収賄
(17) 弁護側の主張は、 玉梅が購入した不動産を収賄として認定すべきではないというもの
である。この主張に照らせば、人民法院は購入した不動産そのものを収賄として認定しては
いないという説明になる。つまり、この論理を突き詰めてゆけば、刑法385条１項の財物と
は、贓物として要求するか又は収受した財物の価額をいうと理解できることになる。しか
し、この論理に基づけば、前段の弁護意見における論旨のように、他人の利益を図る行為は
認められるが、要求したか又は収受した価額が皆無である場合に、実質主義的思考様式に基
づいてどのような説明を加えるかについて、法適用による予見可能性を保証するために、明
示しておく必要に迫られると思われる。なお、実質主義的思考様式については前掲・小口８
頁以下を参照されたい。
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行為にあたる取引で低額で購入する等の場合は市場価格との差額を収賄とするこ
と、そして（3′）犯罪を隠蔽する目的から出た財物の返還行為は収賄行為の認定
に影響しないということである。また、この裁判の要点には、2007年の司法解釈
が規定した内容を踏襲していることも確認で
(18)
きる。
確かに、①公務従事者とする以上、そこでは国家機関で契約従業員として働く
人であったとしても公務に従事すると収賄罪が成立することになるが、真正身分
犯として論じられるのかどうか、②受注プロジェクトの費用減免が優遇政策の実
施により実現した場合の収賄額はどのように計算するのか、そもそもこの場合に
ついても収賄罪が成立し得るのかどうか、③事件が発覚する前に財物を返還した
場合は犯罪の隠蔽目的から出た返還行為でないと認定できるのかどうか等、条文
解釈の問題として解決しておくべき部分が少なからず散見できる。しかし、この
点について「判例」としての質を要求するのは難しいと考える。中国社会におい
て立法による解決がない状態の下では、それぞれの論点を論じるために適当な裁
判事例の出現を待つのが社会的な規律として根づいていると思われるからであ
る。仮に指導性案例として公表される前に、これらの論点を含む裁判事例が出現
したならば（参考性案例が公表されていたならばそれを参照しつつ）、収賄罪におけ
る権力と金銭の取引の本質から解釈権によって柔軟に適応させるのではなかろう
か。
したがって、当該事件の分析からは、現時点において今後の中国の解釈権の内
容を具体化してゆく指導性案例は、解釈権による判断内容の外枠を明確にするだ
けであり、その内枠については、下級審が新しく示す判断をめぐって様々な検討
を経て（以前よりは小さい）その外枠を明確化することを反復することが予定さ
れていると言えよう。積極的罪刑法定主義の規定における議論とパラレルに考え
るならば、指導性案例もまた、現行法の枠組みを維持しながら換骨奪胎させると
いう微温的な改革すなわち斬新主義に基づいて公表されることが予定されている
と評価できないこともない。
その一方で、この指導性案例は、収賄罪における権力と金銭の取引の本質か
(18) 2007年の司法解釈とは、最高人民法院、最高人民検察院関於弁理受賄刑事案件適用法律
若干問題的意見（2007年７月８日）を指す。例えば、同三は公司設立等の共同投資の名目で
収賄することに関する問題について「公務従事者が職務上の立場を利用して請託者のために
利益を図り、請託者が出資して企業設立に「共同」するか、またはその他の「共同」投資を
する時は、収賄として論じる。収賄額は、請託者が公務従事者へ支払った出資額とする。
公務従事者が職務上の立場を利用して請託者のために利益を図り、公司を共同設立する
か、またはその他の共同投資の名目で「利潤」を獲得し、実際に出資せず、管理ないし経営
に参加しない時は、収賄として論じる。」と規定する。
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ら、犯罪の隠蔽工作である贓物返還のほか、収賄行為に一旦着手すると後戻りを
許さない厳格な姿勢を明示したことを重く考えるならば、実質主義的思考様式の
岩盤は、少しも揺らいでおらず、強固であるとも評価できる。とはいえ、現行法
の理論枠組みとその解釈実態の分析を前提にしなければ、理想論にすぎない。ゆ
えに本稿は、指導性案例の公表によって現代中国法の基本理論を換骨奪胎させる
ものではないと評価しておくことにする。指導性案例を支える斬新主義もまた、
現行法の外枠をより明確にするために用いられるだけである。案例指導制度の仕
組みも従来よりこの方向性と軌を一にしていたのではなかろうか。
二 案例指導制度の方向性
このような指導性案例を供給する案例指導制度について、我われは、どのよう
に評価すべきであろうか。本稿を上梓するまでに確認できた案例指導制度に対す
る主な評価を整理しておくことにする。いずれの評価にも共通することは、案例
指導制度の導入が、地方の人民法院とくに基層法院の判決に問題が多いという事
実を中央（例えば、最高人民法院）が深刻に受け止めている結果との前提がある。
それは基層法院の裁判官のレベルが要求するレベルに追い付いていないことや基
層法院が独立して裁判できないことよって法令が適切に運用されていない事態を
打開するための仕組みとして当該制度を評価する方向性をもつことになる。
例えば、 見は「審理過程において当事者の主張が尊重されず、その提起した
議論に対して法院が真摯な対応を見せず、一方的に簡単な判決を吐き出して終わ
ってしまうという現状では、そのような判決が「案例」として如何に編集・修正
され上級により権威づけられたとしても、人々がそれに服するとは考えにくく、
またそれに従うべき何らかの正当性を見出すことも困難であり、さらにこのよう
な「案例」に基づく裁判により「司法の信頼」が再構築されるとも思われ
(19)
ない」
と批判する。前述の一においてみたように、指導性案例は、まさにこのような批
判を受けて、問題を解決するために公表されるものである。したがって、このよ
うな批判的見解からは、案例指導制度に対して能動的な評価を与える傾向が生ま
れやすいと思われる。
徐は、最高人民法院へ「司法解釈」の制定権を集中させることによって、基層
法院とその裁判官による恣意的な解釈を防ぐという理念を制度設計に組み込んだ
従前の歴史と同様の道を辿るものとして、案例指導制度を把握する。すなわち
「最高法院の意図からすると、「案例指導制度」の確立にかかる改革は、法解釈・
(19) 前掲・ 見32頁抜粋。
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法適用の統一を図り、裁判官の自由裁量権を制限することを目的としており、
個々の裁判官による法形成活動を認めていない。司法解釈権を補強するという位
置づけからすると、指導性案例も上意下達の道具として使われることになるだ
(20)
ろう」とする。なお、上記の見解に、次に述べる若干の論理的前提を追補させて
もらうことにする。
筆者は、現行憲法126条及び人民法院組織法４条について次のように理解して
いる。当該条文は「人民法院は、法律の規定に照らして、審判権を独立して行使
し、行政機関、社会団体及び個人の干渉を受けない。」とさだめている。その主
体は人民法院であって裁判官を予定していない。また、人民法院が行使する権限
も審判権に関連するものであり、単独で法を形成する活動すなわち立法権につい
ては、文言上から当然に認められてはいない。ゆえに中国における「裁判の独
立」とは、それぞれの人民法院が独立して裁判を行うことを意味
(21)
する。そのた
め、裁判官の意識が変化することによって、より積極的な法解釈を強行して裁判
による法形成に取り組めるようになる、との論理的帰結を導くことは到底でき
(22)
ない。とはいえ、案例指導制度に対しては、それが司法解釈と同じ歴史を辿るも
のであれ、指導性案例が上意下達の道具に成り下がるものであれ、このような見
解からは、法解釈・法適用の統一を図る点で受動的な評価を与えられると思われ
る。
張は、案例指導制度をめぐる中国の議論において、多くの学者がその法創造機
能に期待しているが、それは誤りであり、案例指導制度と指導性案例が追求する
価値目標は「同案同判」にあると
(23)
する。この問題は案例指導業務規定７条の解釈
問題にほかならない。同条は「最高人民法院が公表する指導性案例について、各
級の人民法院は、類似する案件を審判するときに参照しなければならない。」と
さだめている（下線は筆者が書き加えた）。張によれば、「同案」とは「同類の案
件」または「類似する案件」をいい、「同判」とは「同様の判決」または「同じ
判決」を
(24)
いう。同様の案件または同じ案件は、現実社会における再現が皆無であ
(20) 前掲・徐43頁抜粋。
(21) 小口彦太＝田中信行『現代中国法［第２版］』成文堂2012年89頁参照。
(22) なお、中国の「裁判の独立」と関連して、人民法院内に設置する裁判委員会との関係が
議論されてきた。そこでは、裁判委員会の主な役割が、中国共産党の方針と政策に基づき裁
判活動を指導管理することにあり、結局は政治的な制度を維持するものである、と批判され
てきた。しかし人民法院が審判権を行使するという法的枠組みを前提とすると、単独廷の裁
判官が裁判する実際が存在したとしても、それを裁判委員会の監督によってこの枠組みを維
持させるためであるとも言えるはずである。しかし、奇妙なことに、このような議論は忌避
されているように思われる。
(23) 前掲・張66頁参照。
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るから、「同案」をどのように解釈するかは、法の実現可能性を考慮する上で重
要な意味をもつ。その一方で、「同判」については伝統中国の律の系統に属する
理解を示していると思われる。
なお、趙のように、案例指導制度が最高人民法院のもつ現在の権力行使の方法
に属すると言えなければ、当該制度の合法性を疑う必要があるとの主張も
(25)
ある。
趙は、「法律、行政法規、地方性法規、自治条例及び単行条例等と違い、指導性
案例の強制力は、関連の国家機関が法定の職権及び手続きにより創造したもので
はない。」とし、「より正確に言えば、法院が法を作ったので
(26)
ある。」と批判して
いる。この問題は、人民法院が行使する審判権の範囲を逸脱したかどうかにあ
る。案例指導業務規定１条は「全国の法院の審判及び執行業務で指導作用をもつ
指導性案例については、最高人民法院が確定し、統一して公布する。」とさだめ
ており、その文言上からは審判権の範囲を逸脱していないと思われる。本稿では
論を展開する便宜上、趙の見解を案例指導制度廃止論として整理し、張の見解を
案例指導制度存続論として整理しておくことに
(注)
する。
ところで、案例指導制度存続論者である張は、当該制度を必要とする背景につ
いて興味深い見解を示している。張は「裁判官の質が低かろうが、高かろうが、
いずれも案例指導制度を必要とする。現在の裁判官の全体の質が低いときに案例
指導制度を必要とするのであれば、将来的に裁判官の質が向上した後には不必要
となる。」とし、「案例指導制度と裁判官の質の高低には、論理的な関連はまった
くなく、問題は、裁判官の間の差異が法律の適用において生み出されるかもしれ
ない不利な影響にこそ存在
(27)
する。」というのである。これは、当該制度の目的を
裁判官の自由裁量権の標準化に求めることと軌を一にしている。
最高人民法院が2012年２月末に公布した自由裁量権の行使に関する指導意見を
分析してみ
(28)
よう。最高人民法院は、中国社会が重要な転換期を迎えているとの認
識を示した上で、「人民法院には、法の統一適用の強化が求められると同時に、
司法政策を正しく運用し、自由裁量権の行使を規律し、法律の正しい実施、当事
者の合法な権利及び利益の維持、司法の公正の維持および司法の公信力の向上等
の方面における自由裁量権の積極的な作用を十分に発揮させることが求められて
(24) 前掲・張67頁参照。
(25) 趙 「案例指導制度的合法性評析」『江蘇社会科学』2011年６期142頁参照。
(26) 前掲・趙144頁参照。
(注) 日本における議論が存廃論に及ばないことは言うまでもない。
(27) 前掲・張70頁参照。
(28) 自由裁量権の行使に関する指導意見とは、最高人民法院関於審判執行工作中切実規範自
由裁量権行使保障法律統一適用的指導意見（2012年２月28日）を指す。
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いる。」と述べる。
問題は中国の自由裁量権の内容で
(29)
ある。自由裁量権の行使に関する指導意見に
よれば、自由裁量権とは「人民法院が案件を審理する過程で法律の規定及び立法
の精神に基づいて、正しい司法理念を掌握し、科学的方法を用いて、案件の事実
認定、法律の適用及び手続処理等の問題について分析と判断を行い、併せて法に
基づき証拠を収集し、公平かつ公正で、人情や道理に叶う裁判の権力を最終的に
作り出すものである。」（指導意見の一）とする。
具体的には、人民法院が案件の審理過程において、「（一）案件の具体的な事情
に基づき裁量を行うことを法律が規定する場合。（二）法がさだめる場合の中か
らその一つを選択して、裁量を行うことを法律が規定する場合。（三）案件の具
体的な状況に基づいて、法律の精神及び規則若しくは条文について、解釈する必
要がある場合。（四）案件の具体的な状況に基づいて、証拠規則について解釈す
るか、若しくは案件の争点となる事実について認定する必要がある場合。（五）
案件の具体的な状況に基づいて、自由裁量権を行使する必要があるその他の場
合。」（指導意見の二）を行使条件としてさだめている。まず、行使条件の前提と
して、案件の具体的な状況に基づいていなければならない。次に、上記の（一）
と（二）は、一見すると人民法院の裁量を許容するようにみえるので、いわゆる
法規裁量と理解できる一方で、（三）は解釈権の行使、（四）は証拠法の問題と理
解できる。最後に（五）は、想定外の場合に備えるための空白規定と理解でき
る。したがって、自由裁量権とは、案件を審理する中で、人民法院に与えられて
いる裁量権一般を指すと言える。
法規裁量の行使における原則については、指導意見
(30)
の三が、証拠法の問題につ
(29) 本稿は紙幅の都合上、自由裁量権の内容に限定する。なお、自由裁量権の内容以外で関
連するものとして、自由裁量権の行使に関する指導意見には、組織規律の強化（指導意見の
九）や、裁判官の職業上の保障（指導意見の十六）等について言及がある。
(30) 指導意見の三は、次のようにさだめる。すなわち「三、自由裁量権の行使原則につい
て。（一）合法原則。法律の規定に厳格に基づき、法がさだめる手続と正しい裁判の方法を
順守し、法律、法規及び司法解釈の精神並びに基本的な法理の要求と一致して自由裁量権を
行使しなければならない。法律の明確且つ具体的な規定に違反してはならない。（二）合理
原則。社会の公平・正義という価値観から出発して、公共政策、社会の主流的な価値観念、
社会発展の段階性、公衆の社会通念等の要素を十分に考慮し、正しい裁判の理念を堅持し、
自由裁量権の行使に係わる確定性及び予測可能性の強化に努めて、裁判の結果が社会の発展
方向と一致することを、確保しなければならない。（三）公正原則。司法の良心を掌握し、
職業道徳を厳守し、実体的正義と手続的公正を共に重んじることを堅持しなければならな
い。法の前で人々が平等であり、妨害を排除し、中立を守り、一方に偏ることを防止する。
裁量の結果と公衆の公平・正義についての普遍的理解の符合性を重視し、裁判の結果が司法
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いては、指導意見
(31)
の四がさだめているほか、法律を適用する方法について、「上
位法と下位法、新法と旧法、特別法と一般法の関係を解決して、適用すべき法律
を正しく選択しなければならない。法律をどのように適用するかを確定するのが
困難なときは、社会主義法制の統一を維持するために立法法の規定に照らして、
関連の機関へ報告し、その裁決を申請する。法律、法規及び司法解釈が明確に列
挙する場合を除いて、概括的な条文の規定を正しく把握し、適用した結果が立法
趣旨に一致することを確保しなければならない。」（指導意見の五）とさだめる。
解釈権の行使については、「立法趣旨及び本来の意図、法律上の原則、国家の
政策、司法政策等の要素を結び付け、各種の解釈方法を総合的に用いて、法律条
文について、社会の公平及び正義を最もよく実現できる現実的且つ合理的な解釈
をする」（指導意見の六）とし、また、「案件に係わる各種の利益関係を総合的に
考慮し、相互に衝突する権利若しくは利益について、比較と取捨をし、公共の利
益と個人の利益及び人身上の利益と財産上の利益、生存上の利益と商業上の利益
の関係を正しく処理し、合法な利益を保護し、不法な利益を抑制し、利益の最大
化と損害の最小化を実現するように努めなければならない」（指導意見の七）とさ
だめている。結局のところ、これらの指導意見は、案件に適用する法律条文とそ
の落とし所との射程距離を合理的な範囲内にとどめつつ、法廷の審査を経た証拠
に基づいて、現実的かつ合理的で、利益の最大化と損害の最小化を実現できる結
着点へ導くために、実質主義的思考様式に沿う解釈権の行使を求めるものである
と言える。したがって、この論理に法の実現可能性を考慮すると、案例指導制度
存続論に基づく論理が合理的であると考えられる。
指導性案例を供給する案例指導制度は、自由裁量権の標準化に寄与するもので
ある。最高人民法院が公布した自由裁量権の行使に関する指導意見を分析する限
り、現行法の理論枠組みを換骨奪胎させて我われが期待するところにキャッチア
ップするだろうことは、期待できない。また、実質主義的思考様式の岩盤を軟化
させる効果があるとも思われない。蛇足的に申し添えれば、我われの耳に心地良
いものの理論研究よりも、むしろ不快に感じるか、又は理解不能なものの理論研
の公平・正義の要請と一致することを確保する。（四）厳格原則。案件の事実関連、手続関
連及び法律の適用関連を、法律の精神及び法に基づいて認定する案件の事実を十分に理解し
たうえで、周到且つ慎重な衡量及び証拠を綿密に探し、司法行為の適当性及び必要性に注意
して、案件処理の法律上の効果及び社会上の効果の有機的統一の実現に努める。」と。
(31) 指導意見の四は、次のようにさだめる。すなわち「四、証拠規則を正しく用いることに
ついて。自由裁量権を行使するには、証拠規則を正しく用いて、当事者の合法な権利及び利
益の保護、事実の究明及び手続の正当性のためになるかどうかの角度から、挙証責任を合理
的に分配し、証拠の証明力を全面的、客観的且つ正確に認定し、証拠に厳格に基づいて案件
の事実を認定し、法律事実と客観的事実の統一の実現に努める。」と。
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究こそ思考してゆくべきものであろう。
以上の検討から案例指導制度の方向性は、自由裁量権を標準化することによっ
て、問題の多い基層法院の判決に至る経路を改善し、中国における裁判の独立を
保障し、法令を適切に運用するように仕向けるところを基本にすると評価できる
と言える。
おわりに
本稿は、指導性案例として公表された 玉梅及び陳寧の収賄事件を分析し、そ
れを踏まえて、案例指導制度の方向性を考えてきた。その結論について、ここで
繰り返すことはしないが、 玉梅及び陳寧の収賄事件に潜む問題の根本は、いわ
ゆる「政治と金の問題」であることは間違いない。この点について、司法の反応
と立法の趣旨からの分析だけではその全容を明らかにするのに物足りないだけで
なく、裁判事例研究としても未消化な感覚が残る。今後の中国裁判事例研究を考
えるにあたって思うことは、法学以外の他の学問領域の人々にも広く参加しても
らうことによって、複合領域に根付いた中国裁判事例研究へ発展的解消させる重
要性についてと、その組織作りについてである。そして、このような複眼的な分
析を行うプラットフォームの生成は、法学研究にとっても重要な環境整備とな
る。
そもそも法学は、法を通じてその社会を見るところにその所以がある。社会を
見る方法には、政治学もあれば、経済学も、社会学も、そして歴史学もある。本
稿で分析してきた政治と金の問題についても他の学問領域からは別のアプローチ
が有り得るし、それらを取り込む形で不完全な法学を更に完全な法学へと近づけ
てゆくことも、法学者が課題としなければならないのではなかろうか。他の指導
性案例を分析する中でも同じことが言えると思われる。
比較法研究所の共同研究プロジェクトの一つとして組織された「中国裁判事例
研究」は、2009年度より活動して
(32)
いる。筆者も当初より末席から様ざまな議論を
(32) 2009年度から2011年度までの活動実績については、下記のとおりである（敬称は省略、
所属は当時のもの）。
2009年度
第１回 「案例指導」の現状と機能、 見亮（早稲田大学）
第２回 公有住宅購入をめぐる離婚後財産紛争、國谷知史（新潟大学）
第３回 校外活動における学校の責任、奥田進一（拓殖大学）
第４回 中国における農村土地請負経営権の流通に関する事例、長友昭（拓殖大学）
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勉強させてもらっている。また、気の置けない人ばかりの議論では、その内幕を
知ることができたり、実務の経験談あるいは制度研究による知的成果からの斬新
なアプローチを知ることができたり等、有意義な時間を共有させて頂いている。
本稿を上梓するまでにも中国裁判事例研究会において報告する機会を得、その際
にも貴重な指摘や意見を多数頂戴
(注)
した。改めてお礼申し上げるとともに、当該研
究会が複眼的な分析を行うプラットフォーム生成の苗床となることを期待した
い。
第５回 中国法における労働者について、御手洗大輔（早稲田大学）
第６回 著作権の帰属問題について、胡光輝（早稲田大学）
2010年度
第７回 星源公司、統一星巴克訴上海星巴克、上海星巴克分公司商標侵権及不正当競争
糾紛案、高革慧（久田法律事務所）
第８回 円谷制作株式会社与上海豫園商城国際購物中心有限公司著作権侵権糾紛上訴
案、大内哲也（高岡法科大学院）
第９回 斉玉苓事件、松井直之（首都大学東京）
第10回 陸耀東訴永達公司環境汚染損害賠償糾紛案、文元春（早稲田大学）
第11回 技術提供した日本企業に対する責任を認めた判決、小林英了（大野総合法律事
務所）
第12回 宅基地使用権譲渡に関する裁判例について、 見亮（一橋大学）
2011年度
第13回 中国における法学教育と裁判例学習について、胡光輝（北陸大学）
第14回 企業の照明による「光汚染」とその差止、文元春（早稲田大学）
第15回 中国公司法の株主の解散請求についての事例紹介、暁琢也（あかし法律事務所）
第16回 天府コーラ事件、市橋智峰（大野総合法律事務所）
(注) 2012年度第１回（通算17回）中国裁判事例研究会にて報告した。なお、第２回研究会が
６月16日に開かれ、夏雨博士による報告が行われた。
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